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本日、郵政改革関連法案が閣議決定されました。
私ども信用組合業界では、これまで郵政改革について、実質的に政府の関与が続く

ゆうちょ銀行との間では、公正な競争条件が確保されず、民業圧迫につながるおそれ
があることから、預入限度額の引上げや貸出業務への進出等の業務範囲の拡大は断じ
て容認できるものではなく、ゆうちょ銀行は「民業の補完」に徹するべきと繰り返し
主張をしてまいりました。

しかしながら、本日、閣議決定された法案は、先の通常国会において廃案となった
ものと同様、「少額貯蓄手段の提供」や「民業補完」の法的位置付けが明確にされな
いまま、届出により新たな業務への進出が可能となる内容となっており、これまでの
私どもの主張が全く反映されておらず、極めて遺憾と言わざるを得ません。

今後の法案審議に際しては、私ども信用組合が地域金融、中小零細事業者等に対す
る金融の最後の拠り所としての役割を担っていることについてご理解をいただくとと
もに、地域や中小企業金融に無用の混乱を招くことのないよう、慎重かつ十分な審議
が進められることを強く要望いたします。

以上

【全国信用組合中央協会 中津川会長談話:平成２２年１０月８日公表】

郵政改革関連法案の閣議決定について
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本日、郵政改革に関連する法案骨子が公表されました。
私ども信用組合業界では、これまで一貫して、「民間金融機関との公正な競争条件の確保、地域金融・

地域経済との共存、更には、ゆうちょ銀行の預入限度額の引上げ等業務範囲の拡大は断じて容認できるも
のではない」と強く主張するとともに、民業では提供できない業務・サービスの補完に徹するよう要望し
てまいりました。

今般示された骨子では、ゆうちょ銀行は、政府の関与が強く残る正に「官業」そのものであると考えて
おり、そのゆうちょ銀行が、預入限度額の引上げや届出制に基づいて貸出等新規業務へ進出することによ
って、さらに肥大化することになれば、民業圧迫につながるおそれがあり強く懸念するものであります。

すなわち、ゆうちょ銀行の肥大化は、中小企業金融、信用組合経営を圧迫し、ひいては、中小零細事業
者等への円滑な資金供給を大きく阻害するおそれがあることから、到底容認できないものであります。

今後、ゆうちょ銀行が「官業」であることを踏まえ、あらためて以下の点について、法的枠組みを設け
ていただくよう強く望みます。
１．新たに制定される法律の目的規定に、「少額貯蓄手段の提供」及び「民業補完」の位置付けを明確化

すること。
２．預入限度額の２,０００万円への引き上げや業務範囲の拡大は実施しないこと。
３．仮に業務範囲の限定的な拡大を検討する場合でも、設置が予定されている第三者委員会が、中立なメ

ンバーで構成され、民業補完や公正な競争条件が担保されると判断される場合に限り、「認可」とす
る枠組みを設けること。

今後の法案審議においては、私ども信用組合が地域金融、中小零細事業者に対する金融の最後の拠り所
としての役割を担っていることについて改めてご理解をいただくとともに、郵政改革素案に明示された
「地域金融や中小企業金融にとっての役割に配慮する」との観点を踏まえ、慎重かつ十分な検討が進めら
れることを強く要望いたします。

以上

【全国信用組合中央協会 中津川会長談話:平成２２年４月２０日公表】

郵政改革に関する法案骨子の公表ついて

２



◆郵政改革に関する考え方

・「官業」そのもののゆうちょ
銀行の預入限度額の２,０００
万円への引上げ、貸出業務等
への進出

・中小企業金融、とりわけ、信用組合が最後
の拠り所としての役割を担っている中小零
細事業者等への円滑な資金供給を大きく阻
害する。

・ゆうちょ銀行に対しては、国
民の意識の中に「いざとなれ
ば政府が何らかの支援をする、
してくれる」という安心感が
存在

・特に高齢者の認識は「郵便局
イコールお国」

・計り知れないアドバンテージであり、民間
との競争において公正な条件が確保されて
いるとは到底言えない。

・信用組合は相対的に高齢者との取引が多く、
ゆうちょ銀行の預入枠が拡大し、積極的な
セールスがなされれば、移し替えようとす
る動きが当然起こってくる。

・公正な競争条件が確保されな
いまま巨大な資本と資金力を
持ち、かつ、膨大な地域の個
人情報を保有

・ゆうちょ銀行が資金の運用先を求め、貸出
業務への進出等の業務範囲を拡大すること
になれば、到底共存共栄関係とはなり得な
い。

ゆうちょ銀行 信用組合
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◆信用組合の業況（平成２２年９月末）

信用組合数 １５９組合

店舗数 １，７６３店

役職員数 ２万２千人

組合員数 ３７５万人

預金積金 １７兆１千億円
（前年同月比３．２％増）

貸出金 ９兆４千億円
（前年同月比０．２％増）

自己資本比率 １０．９％

不良債権比率 ８．５％

預金量別信用組合数

１兆円以上 １組合

５，０００億円～ ２組合

３，０００億円～ ９組合

２，０００億円～ １０組合

１，０００億円～ ３０組合

５００億円～ ４４組合

３００億円～ ２３組合

１００億円～ ３０組合

１００億円未満 １０組合

〔注〕自己資本比率、不良債権比率は２２年３月末。
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◆信用組合の業態

◆地域信用組合（１１５組合）
・一定の地区内の小規模事業者や勤労者、住民のための信用組合

・地区の範囲は、ほとんどが１都道府県内（大部分はより狭い地区内）

◆業域信用組合（２７組合）
・同業種の人たちによる信用組合

〔例〕 医師、歯科医師、出版製本、公衆浴場、青果市場、運輸観光業など

◆職域信用組合（１７組合）
・同じ職場に勤務する人たちのための信用組合
〔例〕 官公庁（都庁・県庁・市役所・警察・消防）、鉄道、新聞社など
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◆業態別の業況

全 国
地 域 業 域 職 域

（うち民族系）

組合数 １５９組合 １１５組合 １６組合 ２７組合 １７組合

預金積金
（１組合当り）

１７１，６０７
（ １，０７９ ）

１５１，４２２
（１，３１６）

１９，８１２
（１，２３８）

９，７８１
（３６２）

１０，４０２
（６１１）

（最大） （１０，７７９） （１０，７７９） （７，７４５） （１，０３０） （３，６９１）

（最小） （３３） （４１） （１０９） （６９） （３３）

貸出金
（１組合当り）

９４，０２１
（５９１）

８５，４１３
（７４２）

１３，０３６
（８１４）

３，２２７
（１１９）

５，３８０
（３１６）

預貸率 ５４.８％ ５６.４％ ６５.８％ ３３％ ５１.７％

店舗数
（１組合当り）

１，７６３店
（１１店）

１，６８３店
（１４.６店）

１８０店
（１１.２店）

４９店
（１.８店）

３１店
（１.８店）

出資金
（１組合当り）

３，３３４
（２０）

３，２０１
（２７）

６２６
（３９）

７３
（２）

５９
（３）

組合員数
（１組合当り）

３，７５１千人
（２３千人）

３，３７５千人
（２９千人）

３１９千人
（１９千人）

８０千人
（３千人）

２９５千人
（１７千人）

常勤役職員数
（１組合当り）

２２，１７１人
（１３９人）

２１，０３１人
（１８２人）

２，５７０人
（１６０人）

６２７人
（２３人）

５１３人
（３０人）

（資料）全国信用組合預金貸出金等速報（平成２２年９月末）

（金額単位：億円）
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申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 実行率① 実行率②

主要行等

（１１）

６２，３５６

（３１，７８７）

４２，６８３

（２４，４５３）

１，１１５

（６５６）

１６，４７５

（５，９８６）

２，０８３

（６９０）

９７．５％ ６８．５％

地域銀行

（１０７）

２１０，３２６

（５９，１１４）

１６１，１６２

（４７，７６９）

２，９８９

（７９２）

３８，９９５

（９，１５６）

７，１８０

（１，３９２）

９８．２％ ７６．６％

その他の銀行

（２９）

５，４１０

（８０２）

４，２２１

（４７７）

１２９

（１９）

５６９

（２７７）

４９１

（２８）

９７．０％ ７８．０％

信用金庫

（２７３）

１６１，３９９

（３０，２７０）

１２５，０４３

（２３，４０６）

１，８１８

（４０９）

２９，５９２

（５，６５１）

４，９４６

（７９５）

９８．６％ ７７．５％

信用組合

（１６０）

２６，３１５

（５，５１３）

２１，２２４

（４，４５０）

２２７

（５３）

４，１２０
（8７９）

７４４

（１２７）

９８．９％ ８０．７％

労働金庫

（１４）

１

（３）

１

（３）

０

（０）

０

（０）

０

（０）

１００．０％ １００．０％

信農連・信漁連

（６７）

１，７０３

（９６３）

１，５５３

（７７４）

１４

（２６）

１１４

（１５０）

２２

（１２）

９９．１％ ９１．２％

農協・漁協

（８９５）

１３，８５７

（１，４３０）

１２，１８７

（９５４）

１２５

（２７）

１，３２６

（３８６）

２１９

（６０）

９９．０％ ８７．９％

合計
（１５５６）

４８１，３６７

（１２９，８８２）

３６８，０７４

（１０２，２８６）

６，４１７

（１，９８２）

９１，１９１

（２２，４８５）

１５，６８５

（３，１０４）

９８．３％ ７６．５％

◆ 中小企業金融円滑化法に基づく貸付条件の変更等の状況

《債務者が中小企業である場合》

・金融庁公表資料より（中小企業金融円滑化法施行日から平成２２年３月３１日までに行った貸付け条件の変更等の状況）

・実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）、実行率②＝実行件数／申込み件数

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円）
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◆取引先の従業員数別構成

信用組合の取引先の８割以上が従業員規模４名以下の小規模事業者です。

従業員数別取引先構成
（３２,６４５先）

従業員数別取引先構成
（１２,６１２先）

預金量4,000億円規模の信用組合の例

（３,８７８先）11.9％

１～４名

（２７,９４４先）85.6％

２０名超

（８２３先）2.5％ （１,９５９先）15.5％

預金量1,000億円規模の信用組合の例

１～４名

（１０,４３２先）82.7％

２０名超

（２２１先）1.8％

５～１９名 ５～１９名
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貸出先２１．１万先中、１０００万円未満では、１７．３万先
と、全体の８２．０％で、貸出先の大宗を占めている。

貸出先４．２万先中、１０００万円未満では、３．７万先
と、全体の８８．１％で、貸出先の大宗を占めている。

◆貸出先の金額階層別構成

小規模組合（預金量５００億円以下の地域１０組合）大規模組合（預金量２０００億円以上の地域１０組合）

９

１０００万円未満

１０００万円～１億円円未満 １億円未満

１０００万円未満

１０００万円～３０００万円未満

１０００万円～１億円円未満 １億円未満

１０００万円～３０００万円未満
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